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研究成果の概要（和文）：肥満症の非薬物療法として、認知行動療法が推奨されているが、実施可能な医療機関
が限られているため、代替となる簡便な方法が求められている。そこで、本研究では、肥満症の認知行動療法に
おける行動目標の促進に関して、強化学習を実装した治療補助アプリケーションを開発した。20名の患者が研究
に参加し、全員が4週間の研究期間を完遂した。参加者のBMIの中央値は34.9 kg/m2であった。アプリケーション
の使用率は、平均 94.5％であり、研究の前後でBMIは有意に減少した（p=0.011）。従って、本研究で開発した
治療補助アプリの実施可能性は十分であり、減量に有効である可能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：While cognitive behavioral therapy (CBT) is recommended as a 
non-pharmacological treatment for obesity, its implementation is limited by the availability of 
qualified healthcare facilities. We have developed a therapeutic support smartphone application 
incorporating reinforcement learning algorithms to enhance behavioral goal achievement in obesity 
CBT. Twenty patients participated in this four-week study, with all completing the intervention 
period. The median BMI was 34.9 kg/m^2. Application utilization averaged 94.5%, and BMI 
significantly decreased from pre- to post-intervention (p=0.011). These findings suggest that our 
reinforcement learning-enhanced application demonstrates sufficient feasibility and may be effective
 for weight reduction in obese patients, offering an accessible alternative to traditional CBT 
delivery.

研究分野：心身医学、行動医学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
肥満症の非薬物療法として、認知行動療法が推奨されているが、実施可能な医療機関が限られているため、代替
となる簡便な方法が求められている。本研究では、認知行動療法の専門家が不在でも、肥満症の認知行動療法に
おける行動目標の促進に関して、治療補助となるアプリケーションを開発し、20名の患者で実施可能性と有効性
を示したことで、より多くの肥満症患者へ認知行動療法を提供できる可能性を示すことができた点で、学術的意
義に加えて社会的意義を示すことができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 

 

１．研究開始当初の背景 

 

肥満症は、肥満の中で、（１）肥満に起因ないし関連する健康障害を有するか、あるいは健康障
害の合併が予測される場合で、減量を要するもの、（２）ウェスト周囲長によるスクリーニング
で内臓脂肪蓄積を疑われ、腹部 CT 検査によって確定診断された内臓脂肪型肥満、の（１）、（２）
いずれかの条件を満たす場合と定義される。肥満症の治療は主に食事療法および運動療法であ
り、いずれも患者の行動変容が必要である。行動変容を促すためには、認知行動療法などの心理
療法の併用が有効であると考えられている。しかし、通常の外来診療時間では、構造化された認
知行動療法を実施することは困難である。また、行動変容は、日常生活下の行動をモニタリング
し、治療介入を行うことが望ましい。例えば、オペラント条件付けでは、ある行動を強化するた
めのフィードバックは、行動後のなるべく早期に行うことが望ましいとされるが、外来診療のみ
では実現することができない。さらに、認知行動療法を提供できる医療機関が少なく、広く提供
することが難しいという問題もある。 

これらの問題を解決するために、スマートフォンなどを用いて日常生活下における症状や行動
を記録する Ecological Momentary Assessment（EMA）と、EMA により得られたデータをリ
アルタイムに解析し、介入やフィードバックを行う Ecological Momentary Intervention（EMI）
が行動医学分野において研究されてきているという背景が存在する。さらに、フィードバックの
原理としては、近年、WEB サービスやスマートフォンのアプリケーションにおいて、機械学習
を用いた最適化が広く利用されており、例えば、販売サイトにおいて個人ごとに最適なアイテム
を提示するようなことが行われているので、行動変容においても、各個人に機械学習により、最
適化した治療介入が有効である可能性が考えられた。 

 

 

２．研究の目的 

 

 機械学習により最適化を行った、肥満症患者の治療介入システムを開発すること、そしてその
有効性を検証することを目的とした。 

 

３．研究の方法 

 
(1) 治療補助システムの開発 
 
開発されたシステムは、肥満症に対する認知行動療法（CBT）の理論に基づいており、患者が具

体的で実施可能な目標行動を設定し、それを習慣化することを目的とした。アプリケーションの
使用方法は以下の通りであった。一日の終わりに通知を受け取った利用者がアプリを起動し、翌
日の目標行動を設定する。設定した目標はより具体的な内容に修正することが可能で、翌日の終
わりには目標の達成状況を記録する。この設定と振り返りのサイクルを繰り返すことで、強化学
習アルゴリズムが目標行動の提示順序を最適化していく。また、実施した目標行動の数をグラフ
でフィードバックし、目標設定や振り返り記録時にはポジティブなメッセージを表示すること
で、行動の強化を図った。 
目標行動の提示においては、達成可能性の高いものを上位に表示した。この最適化には多腕バ

ンディットアルゴリズムの Thompson抽出を用いた。このアルゴリズムにより、効果的な最適化
を実現した。 
 
(2)研究参加者 
 
 本研究では、日本肥満学会の診断基準により肥満症と診断され、東京大学医学部附属病院心療
内科または糖尿病代謝内科で通院治療中である 18歳以上の患者を対象とした。なお、肥満症と
は、Body mass index（BMI）が 25 kg/m2 以上という基準により肥満と判断された者のうち、肥
満による 11種の健康障害（合併症）が 1 つ以上あるか、健康障害を起こしやすい内臓脂肪蓄積
がある場合に診断される。除外基準として、（1）重篤な身体疾患、精神疾患がある場合、（2）調
査の負担が病状にとって望ましくない場合、（3）判断能力を欠く場合を設定した。開発したアプ
リケーションが主題としている毎日の目標設定は、単独で用いることのできる行動的技法であ
り、構造化された認知行動療法を受けているかどうかに関わらず導入可能である。したがって、
治療内容に関する導入基準は設けなかった。 
 
(3) 測定項目（開始時、終了後） 
 
研究のスケジュールおよび測定項目を図 1 に提示する。運動量の評価として、Internaonal 



physical activity questionnaire（IPAQ）（詳細版・過去 7日間）の日本語版を使用した。IPAQ
（詳細版・過去 7日間）は、31項目からなる自己記入式の質問紙であり、過去 1週間 

 
における中強度、高強度の身体活動および歩行の時間に関して、仕事、移動、家庭内、レジャー
タイムの 4 つの生活場面における質問を含む。回答結果から 1 週間合計の運動量（単位：メッ
ツ・分）を推定する。摂取栄養量の評価として、Brief-type self-administered diet history 
questionnaire （BDHQ）を使用した BDHQ は自己記入式の 4ページの質問紙であり、過去 1ヶ月
間の 58項目の食品と飲料の摂取頻度についての質問を含む。回答結果からカロリーなどの栄養
素の摂取量を推定する。 
 
(4)測定項目（研究期間中） 
 
目標の設定は、研究開始時に決めた時間に通知が来たら行い、（1）翌日に設定する目標行動（複

数選択可）を記録する。また翌日の振り返りの記録時には、（2）選択した目標行動の実施の有無、
（3）その他に実施した目標行動をそれぞれ記録した。研究参加者は、アプリケーションを使用
して 1日 1回、気分の記録を実施した。通知は研究開始日に決めた時刻の前後 30 分の間のラン
ダムな時刻に来て、アプリケーションを開いた時点での気分を記録した。気分は、DAMS に含れ
まれる９項目を VASで記録した。さらに研究参加者に、スマートフォンと Bluetooth で連動し、
専用のアプリケーションに自動で記録することができる市販の体重計（OMRON Inc. Japan; HN 
300 T-2）を貸し出した。研究参加者は研究期間中、毎日の起床時に体重を記録した。測定時の
服装を揃えるように指示し、シフトワーク等により条件を揃えることが困難なことがある研究
参加者については、自宅で条件を揃えて測定できる時のデータのみを分析に使用することとし
た。 
 

(5) 統計解析 
 
本研究のプライマリーアウトカムとして、アプリケーションの使用率を計算した。アプリケー

ションの使用率は、研究期間の日数のうち、目標行動を設定した日数の割合として計算した。肥
満および 2 型糖尿病の患者を対象とした EMI の先行研究では、スマートフォンアプリケーショ
ンによる記録率が 80-95%程度と報告されて程度以上の水準であれば、実施可能性は十分である
と評価した。 
セカンダリーアウトカムは、BMI、BDHQ で推定した摂取エネルギーと摂取塩分量、IPAQで推定

した運動量（METS・分/週）、平日の平均座位時間、休日の平均座位時間とした。これらの開始時
と終了時の差に関して、ウィルコクソンの符号順位和検定を適用し、有意水準を 0.05として評
価した。以上の統計解析には、R（version 4.3.1）を使用した。 
 なお、本研究は、東京大学大学院 医学系研究科・医学部 倫理委員会の承認を受けて実施した
（審査番号：2022061NI）。本研究のプロトコルは UMIN で公開した（試験 ID：UMIN000048667）。 
 
４．研究成果 
 
(1) 実施状況 
 20 名の患者が研究に参加し、全員が 4 週間の研究期間を完遂した。参加者の記述統計を表 1
に提示する。アプリケーションの使用率（研究期間の日数のうち、目標行動の設定と振り返りを
実施した日数の割合）は、中央値 98.3％（範囲：76.9-100.0％）、平均 94.5％（標準偏差：7.1％）
であった。実施した研究参加者が多かった目標行動は、多い順に「野菜の摂取を増やす」（N=18）、
「間食の摂取量を少なめにする」（N=18）、「糖質の多い食べ物の摂取をいつもより減らす」（N=17）、
「糖質入りのソフトドリンクを飲むのを我慢する」（N=14）であった。 
 

図 1 肥満症患者に対する治療補助システムのスケジュール

と測定項目 

 



表 1 参加者の基本情報 

 N = 20 

年齢  

平均（標準偏差） 44.6（12.0） 

  中央値（範囲） 43（21-66） 

性別, N（%）  

  男性 9（45） 

  女性 11（55） 

BMI（介入前）（kg/m2）  

平均（標準偏差） 36.3（5.9） 

  中央値（範囲） 34.9（27.4-52.9） 

 

(2) 治療関連測定の前後比較 

表 2にセカンダリーアウトカムとして取得した治療に関連する結果を提示する。研究開始から

終了までに、BMI は有意に減少した（開始時: 中央値 34.9 kg/m2、終了時: 中央値 34.1 kg/m2、

P=0.011）。 

 

 開始時 終了時 P値 

BMI（kg/m2） 34.9（27.4-52.9） 34.1（26.7-51.0） 0.011 

BDHQ    

摂取エネルギー（kcal/day） 1603（541-4191） 1367（527-2572） 0.040 

IPAQ    

運動量（METS-min/week） 2716（99-13566） 3413（537-13506） 0.70 

いずれの値も中央値（範囲）として提示 

BMI, body mass index; BDHQ, Brief-type self-administered diet history questionnaire; 

IPAQ, International physical activity questionnaire 

 

(3) 本研究の国内外における位置づけとインパクト、今後の展望 

肥満症を対象とした CBTの補助治療のためのアプリケーションとして、望ましい目標行動を促

進するために、機械学習の一つである強化学習を用いた報告は、国内外ともに認められておらず、

本研究が初の試みと言える。さらに、BMI および摂取エネルギーともに、有意な減少を認めたこ

とは、本研究の方法の有効性を示唆する。 

今後の展望としては、対照機器を用いた、ランダム化比較試験を実施することにより、プラセ

ボ効果を除外した効果量を評価することができ、本システムのさらなる有効性を検証すること

が可能となる。 
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